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企業と雇用システム

さまざまな働き方・新たな働き方

高田好章

第１３回

２０１９年７月４日



◎今回のテーマ
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企業に雇われて働くことは、一般的には
民間企業・私企業で働くことを指しています。
しかし、働く場にはそれ以外に国・地方自治体等が
あり、労働者はそこでは公務労働者として働きます。
またＮＰＯやＮＧＯで働くこともあります。
このように様々な働く場がありますが、

今回は、特に公務労働者を中心に、
そこで何が起きているのか見ます。

さまざまな働き方
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公務員の人数 公務員の種類と人数

布施哲也『官製ワーキングプア 自治体の非正規雇用と民間委託』より

公務員の人数
公務員約４００万人弱
国家公務員約９０万人弱
うち特別職３０万人
一般職６０万人

地方公務員約３００万人
（２００７年調査）

※ただし、
非正規職員は含まず



5

公務員には、スト権はありません

公務員の労働基本権

久本憲夫編『労使コミュニケーション』より



6

地方自治体の職員数

布施哲也『官製ワーキングプア 自治体の非正規雇用と民間委託』より

総計： ２９５万
都道府県：１５８万
市町村 ：１３７万

指定都市： ２５万
市 ： ７９万
特別区 ： ７万
町村 ： １７万
一般事務組合： １０万

（２００７年調査）

※ただし、
非正規職員は含まず
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地方公共団体の正規公務員数の推移

上林陽治『非正規公務員の現在 深化する格差』より

１９９４年
～
２０１４年

正規職員数
３２８万人
↓
２７４万人
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公務員の非正規率

上林陽治『非正規公務員の現在 深化する格差』より

非正規率
２０１２年
３３．１％

三人に一人

都道府県
１６．６％
政令市・特別区
３１．０％
一般市
３６．９％
町村
３８．０％
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非正規公務員の多い自治体：５割以上

上林陽治『非正規公務員という問題 問われる公共サービスのあり方』より

非正規率が５割以上の自治体
２００８年現在

１７市町村

６６％～５０％



10上林陽治『非正規公務員の現在 深化する格差』より

非正規公務員の多い自治体：５割以上

非正規率が５割以上の自治体
２０１２年現在
４３市町村
６８％～５０％
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2019-04-04朝日新聞
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どの職種が非正規率高いのか

上林陽治『非正規公務員の現在 深化する格差』より

学童指導員
９２．８％

消費生活相談員
８６．３％

図書館職員
６７．８％

学校給食職員
６４．１％

保育士
５２．９％

学校用務員
５２．０％
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保育士の正規・非正規数の推移

上林陽治『非正規公務員という問題 問われる公共サービスのあり方』より

公立保育所
２００１年
↓
２０１０年

正規
Ａ調査：
５千人減

Ｂ調査：
１．５万人減

非正規
１万人増
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保育所の運営主体別非正規率

上林陽治『非正規公務員』より

４０％以上
全体：

４２．７％

公営保育所：
５５．２％

私営保育所：
３０．８％

※公営の方が
非正規率が
高い
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公立図書館の専任と臨時・非常勤の割合推移

上林陽治『非正規公務員』より

専任
１９９１年

８０％
２０１１年

４３％

臨時・非常勤
１９９１年

２０％
２０１１年

５７％
※２００７年に
逆転する
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ハローワークの非常勤相談員数の推移

上林陽治『非正規公務員の現在 深化する格差』より

２００８年度
常勤

１．２万人
非常勤

１万人
２０１４年度
常勤
１．１万人

非常勤
１．６万人

※非常勤のみ
増える
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非正規公務員の時給は

上林陽治『非正規公務員の現在 深化する格差』より

２０１２年度
平均値
総計

９５０．１円
都道府県
１，１４５．３円
政令市・特別区
１，１４５．３円
一般市

９５８．０円
町村

９２２，５円
※８００円未満
も１７．１％も
あることに注意
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非正規の事務補助職員の年収格差

上林陽治『非正規公務員の現在 深化する格差』より

２０１２年
一般職

非正規／正規

都道府県
２５％

政令市・特別区
２３％

市町村
２８％

※年収で
正規の４分の１
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非正規公務員・事務職では特に女性割合が多い

上林陽治『非正規公務員の現在 深化する格差』より

２００８年
一般事務職

正規
２５．６％

非正規
８０．８％

事務の
ほとんどを
非正規の
女性が担当
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・自治体の職員：正規職員・臨時職員・嘱託・再任用
・非正規率３３．１％、推計７０万人（自治労推計）
・非正規率は民間並みになる
・非正規が正規を上回る自治体：回答自治体の１割の８０団体
・学童保育指導員９２．８％、消費生活相談員８６．３％など
・自治体が直接提供する公共サービスの主要な担い手
・給与：時給９００円未満、月給制では１６万円未満が過半数、
年収２００万円に届かない： ワーキングプア状態

・任用期間は大半１年以内

・非正規の賃金は、物品費の科目に計上：
非正規に置き換えると、見かけ上の人件費は削減される

自治体非正規公務員の現状

上林陽治『非正規公務員の現在 深化する格差』より
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※奈良市の広報をみると人件費は減ったけれど

奈良市の「ならしみんだより」２０１６年１２月号より

２０１５年度
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人件費は減ったけれど

奈良市の「ならしみんだより「」 ２０１６年１２月号より

人件費を
６億７千万円削減

退職手当の減額
時間外手当抑制
等により

※ここには
非正規の人件費が
入っているか
どうか不明
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職員を５２人削減

よく見ると
「業務の民間委託」
とあります

人件費は減ったけれど

奈良市の「ならしみんだより」 ２０１６年１２月号より



24奈良市の「ならしみんだより」 ２０１８年１１月号より

奈良の財政支出
２０１７年度

人件費
年々減少



25奈良市の「ならしみんだより」 ２０１８年１１月号より

奈良の財政支出 ２０１７年度 人件費の詳細
職員数・残業時間年々減少 非正規・民間委託等の不明
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非正規教員の推移

上林陽治『非正規公務員という問題 問われる公共サービスのあり方』より

公立小中学校
非正規教員

２００５年
８．４万人
１２．３％

２０１１年
１１．２万人
１６．０％
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・定数内臨時教員

・任期は建前上、１年を超えて任用していないように、
４月２日から３月３１日、
または４月１日から３月３０日となっている、
１日の空白を作る

・再任用決定： 新年度が始まる３～４日前：
そこで、初めて赴任する学校を知る

・臨時教員の賃金収入：正規教員の半分

非正規教員とは
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2018-11-20 朝日新聞
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非常勤職員の労災に不備

2016-12-13朝日新聞（夕）



312019-05-25 朝日新聞奈良県版
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2019-05-29 朝日新聞奈良県版
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2019-06-25 朝日新聞奈良県版
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2019-06-27 朝日新聞奈良県版



35
2018-08-29 朝日新聞



362018-10-23 朝日新聞
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今週のビデオ

広がる“労働崩壊”
～公共サービスの担い手に何が～

クローズアップ現代
２０１６年２月２２日 ＮＨＫ

約２２分
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○指定管理者制度

・２００３年に地方自治法の改正で生まれた制度

・民間法人（株式会社など）に、
施設の管理業務などの仕事を委託する

・対象業務：あらゆる施設が対象になる：
バブル期に大量につくられたハコ物の維持管理：
自治体が悲鳴を上げる、
維持管理費をより低額にするために民間に委託：
大幅な経費削減を生み出すと、
業務を民間に移行

民間委託
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対象施設
・レクリエーション施設：競技場、野球場、体育館、テニスコー
ト、プール、スキー場、スポーツセンターなど

・産業振興施設：展示場施設、見本市施設、開放型研究施
設、
産業交流センター、農産物直売所、観光案内施設など

・基礎施設：駐車場、駐輪場、公園、公営住宅、水道施設、
下水終末処理場など

・文化施設：県民ホール、市民会館、文化会館、博物館、
美術館、図書館、男女共同参画センター、
コニュニティーセンター、芸術劇場など

・文化福祉施設：病院、保育所、老人福祉センター、
障害者自立支援センター、リハビリテーションセンター、
総合福祉センター、児童館など

※対象とならない施設はない、といえる

指定管理者制度
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制度 ３年後の２００７年調査

導入数
全体 ： ６万１５６５件
都道府県 ： ７０８３件
指定都市 ： ５５４０件
一般市町村： ４万８９４２件

いまでは、導入していない自治体はないであろう

指定管理者制度
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2019-04-08朝日新聞



42

○指定管理者制度の問題点：

・委託先企業：
従業員（担当者）は、パートタイマーばかり

・委託料：
それまでの市職員の人件費総額以下になる ：
委託先企業の人件費は、
正職員・嘱託・臨時職員以下の賃金

・基幹は正社員だが、
あとほとんどはパートタイマー

・守秘義務の問題
・際限のないダンピング競争
・指定管理者制度で多発するトラブル：

布施哲也『官製ワーキングプア 自治体の非正規雇用と民間委託』より

指定管理者制度
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指定管理者制度の指定取り消し

城塚健之『官製ワーキングプアを生んだ公共サービス「改革」』より

様々なトラブルで
指定取り消しがある

理由
不正事件判明
給料未払い
会社解散
辞退申出
破産手続開始決定
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○民間企業への業務委託
・警備
・清掃
・給食
・保育所運営業務など

※指定管理者制度： 「ハコ」ごと民間化
※中身（業務）だけの民間化

・問題点
・「業務請負」と「人材派遣」の両方 ：偽装請負問題
・自治体１００％出資会社

民間委託

城塚健之『官製ワーキングプアを生んだ公共サービス「改革」』より
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○学童保育を外部委託へ：大阪・堺市 ３年毎に業者選定

民間委託

2106-11-08朝日新聞
2106-12-06朝日新聞
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独立行政法人

城塚健之『官製ワーキングプアを生んだ公共サービス「改革」』より
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自治体雇用構造の変化

小畑精武『公契約条例入門 地域が幸せになる〈新しい公共〉ルール』より
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自治体雇用構造の変化：民間委託

小畑精武『公契約条例入門 地域が幸せになる〈新しい公共〉ルール』より

指定管理者制度 業務請負・派遣
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民間会社と同じことが行われている

野村正實『終身雇用』より

業務請負・派遣
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◎公務労働における内からの雇用劣化、外への雇用劣化

○公務員と民間企業での非正規化・雇用の外部化の類似性
・内からの雇用劣化：

職員の非正規化：＝ 民間：正社員の非正規化
・外への雇用劣化：

民間委託 ：＝ 民間：下請、人材ビジネス利用

・日経連の新しい日本的雇用がここでも行われている：
高度プロ、専門、単純労働の非正規化

内から、外からの非正規化が公務労働でも
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◎公契約条例

○ＩＬＯ９４条：１９４９年：
・公契約における労働条項に関する条約：

６２か国批准 日本は未批准
・公的事業で得る企業は

労働者に人間らしい労働条件を保証すべきである

○各地の公契約条例制定
・山形県公共調達基本条例：２００８年６月
・千葉県野田市公契約条例制定：２００９年９月

※アメリカのリビングウェッジ

公契約条例・リビングウェッジ
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公契約による公正な公共サービス

小畑精武『公契約条例入門 地域が幸せになる〈新しい公共〉ルール』より

適正な賃金・労働条件



53

公契約における公正労働条件の確立 ・・１

小畑精武『公契約条例入門 地域が幸せになる〈新しい公共〉ルール』より

不安定雇用・低賃金
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公契約における公正労働条件の確立 ・・２

小畑精武『公契約条例入門 地域が幸せになる〈新しい公共〉ルール』より
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公契約における公正労働条件の確立 ・・３

小畑精武『公契約条例入門 地域が幸せになる〈新しい公共〉ルール』より
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本日はここまでです
ありがとうございました


